
2．加算の種類及び算定要件

1．目的

【加算イメージ図】

福祉・介護職員処遇改善加算について

【算定要件について】

福祉・介護職員処遇改善加算は、平成２３年度まで実施されていた福祉・介護人材の処遇改善事業における
助成金による賃金改善の効果を継続する観点から、当該助成金を円滑に障害福祉サービス等報酬に移行し、
当該助成金の対象であった障害福祉サービス等に従事する福祉・介護職員の賃金改善に充てることを目的に
平成２４年度より創設されたものです。
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※特別加算の算定要件は加算Ⅴと同一
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平成２９年度障害福祉サービス等報酬
改定において、現行の加算の仕組みを
維持しつつ、昇給と結びついた形での
キャリアアップの仕組みの構築につい
て、手厚く評価を行うための区分が新
設されました。

（Ⅳ）及び（Ⅴ）並びに特別加算については、１
年間の経過措置を設けた上で廃止されました。
（令和４年３月３１日まで）

福祉・介護職員の資質向上や労働環境の整備を一
層推進し、より上位の区分の取得について、積極
的に取り組んでいただくようお願いします。

対象となる福祉・介護職員の職種
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福祉・介護職員処遇改善加算

ホームヘルパー、生活支援員、児童指導員、保育士、世話人、障害福祉
サービス経験者（令和５年３月３１日まで対象）、職業指導員、地域移行
支援員、就労支援員、訪問支援員、夜間支援従事者、共生型障害福祉サー
ビス等事業所及び特定基準該当障害福祉サービス等事業所に従事する介護
職員
※原則として、サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者・管理者等の専従で
直接支援を行わない職種の方は対象となりませんが、指定時等に直接支援を行う職
種との兼務で勤務形態一覧表の届出をしている場合には対象となります。

加算の種類

②事業年度毎に、福祉・介護職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事等に報告すること。

【キャリアパス要件Ⅰ】

福祉・介護職員の任用の際における職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件及び賃金体系を定めていること。

【キャリアパス要件Ⅱ】

福祉・介護職員の資質向上のための目標及び計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。

【キャリアパス要件Ⅲ】

経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。

（加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）の職場環境要件）
届出に係る計画の期間中に実施する処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く）を全ての福祉・介護職員に周知している
こと。

キャリアパス要件　※下記いずれの要件においても、内容を全ての福祉・介護職員に周知していること

職場環境要件

①賃金改善等に関する計画を作成し、全ての福祉・介護職員に周知するとともに、都道府県知事等に届け出た上で、加算の算定額
に相当する賃金改善を実施すること。
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③労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。また、労働保険料の納付が適切に行われていること。
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４．提出先

➊について
・届出にあたっては、別添２「書類提出先」及び別添３「必要書類一覧」をご確認ください。
・年度途中に事業所を追加する場合又は廃止する場合には、変更する月の前月１５日まで
（処遇改善加算担当（障害福祉）必着）に変更届を提出する必要があります。

・年度途中に新規で届出を行う場合には、算定月（サービス提供月）の前月１５日まで
（処遇改善加算担当（障害福祉）必着）に計画書等を提出する必要があります。

➋について（加算額の計算方法）
一月当たりの障害福祉サービス等報酬総額×サービス別加算率
※処遇改善加算を取得する前年の1月から12月までの12か月間の支払明細書に基づく障害福祉
サービス等報酬総額（処遇改善加算等の額を除く。）を12で除したもの。

➌について
国保連から処遇改善加算総額のお知らせが発行されます。実績報告時に必要になりますので、
必ず保存をしておいてください。
➍について
・賃金改善の方法はベースアップや手当等が考えられますが、実費弁償・福利厚生（親睦会費、
慰労会費、健康診断等）・役員報酬のような賃金以外の項目に加算金は充当できません。

・研修手当（※）、移動手当、待機手当、会議手当等労働時間に対する時給等には加算金を
充当できません。
労働基準法に基づく通常の賃金に上乗せする手当を支払う計画であれば、本加算の支給
対象と考えられます。

・残業代、休日手当、夜勤手当には、加算金を充当できません。労働基準法に基づく割増賃金
に上乗せする手当を支払う計画であれば、本加算金の支給対象と考えられます。
（※「平成27 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ VOL.2（平成27年４月30日）」問９ を参照）

➎について（特に重要）
届出書の修正や実績報告書の修正・提出を求める等の指導を行っているにも関わらず修正・提出を
行わない場合や加算額以上の賃金改善が行われない場合など、加算の算定要件を満たしていない場
合には、加算算定の停止や不正請求として全額返還等を行う可能性があります。

【その他】
年度途中で賃金水準を引き下げた上で賃金改善を行う場合には、特別な事情に係る届出書の提出が
必要となります。

○東京都担当部署
東京都福祉保健局障害者施策推進部地域生活支援課処遇改善加算担当（障害福祉）

○八王子市担当部署（※八王子市へ提出する場合）
八王子市福祉部障害者福祉課事業者指定担当

※児童相談所設置区の児童サービスは、提出先は区となります。
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国民健康保険連合会

① 毎年、２月末に次年度の処遇改
善計画書等を都道府県知事等に
届け出ます。

②

③ 国保連へ請求後、基本
報酬等とあわせて処遇
改善加算分が支払われます。

１

２

３

④４

毎年２月末までに翌年度の計画書の提出

毎年７月末までに前年度の実績報告書の提出
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② 加算の適用月分から基本

報酬等と合せて国民健康

保険連合会へ請求します。

加算を受け取った事業者等は、
計画書に基づき加算額を上回
る賃金改善を実施する必要が
あります。

令和４年度の計画書の
提出期限は
４月１５日 必着

⑤５ 計画を届出した翌年の７月末までに実績報告書等を都
道府県知事等に提出します。加算を受け取っていない
場合であっても計画書を提出している場合には、実績
報告の提出が必要となります。
※年度途中の廃止・休止の場合には、廃止・休止日から
４か月以内に実績報告の提出が必要。

３．加算の流れ

！重要！


